
   

重 要 事 項 説 明 書 （居宅介護支援事業所） 

 １ 事業所 

事業者の名称 株式会社ＥＭＡ 

法人所在地 〒４５５－０８８６ 名古屋市港区東蟹田９０２番地 

法人種別 株式会社 

代表者氏名 代表取締役  大塚 健一 

電話番号 ０５２－３６４－６８７６ 

 

 ２ ご利用施設 

施設の名称 居宅介護支援事業所 笑愛 

施設の所在地 〒４５５－０８８６ 名古屋市港区東蟹田９０２番地 

管理者名 中本 孝子 

電話番号 ０５２－３８７－５０１６ 

ファクシミリ番号 ０５２－３８７－５８０４ 

 

 ３ ご利用事業所で合わせて実施する事業（併設施設含む） 

事業の種類 
愛知県知事の事業者指定 

利用定数 
名古屋市基準

該当サービス 指定等年月日 指定番号 

地域密着型通所介護 
令和元年７月１日 

（名古屋市長の事業者指定） 
２３９１１００２６６ １０人 該当・非該当 

居宅介護支援事業所 令和３年１月１日 ２３７１１０２６６２ ３９人 該当・非該当 

 

 ４ 事業の目的と運営の方法 

＜事業の目的＞ 

   ６５歳以上で、加齢や疾病、事故等により支援は必要な方、もしくは４０歳以上６５歳未満で 

   政令（平成１０年政令４１２号）で定める１６の疾病により、支援が必要な方（前後者とも 

   要介護認定を受けられた方）に可能な限り居宅においてその有する能力に応じ自立した日常生活 

   を営むことができるよう支援を行います。 

  ＜運営方針＞ 

   公正中立な立場から、お客様が可能な限り居宅においてその有する能力に応じ自立した日常 

   生活を営むことができるよう支援を行います。 

   お客様が安心して「何でも相談できる介護支援事業所」を目指します。 

  

 ５ 事業実施地域および営業時間 

（１） 通常の事業実施地域 

名古屋市港区、中川区、熱田区、南区、蟹江町、愛西市の地域とします。 



   

 

（２） 営業日・営業時間・２４時間連絡体制 

営業日 平日（１２月３０日～１月３日を除く） 

受付時間 月～金曜日 午前９時００分～午後６時００分まで 

サービス提供時間帯 月～金曜日 午前９時００分～午後６時００分まで 

営業時間外緊急連絡先 上記営業時間外も２４時間緊急連絡体制を確保しています 

連絡先 （０８０）３４００－９８９７ 

  

 ６ 職員体制（主たる職員） 

 

従業者の職種 

 

員数 

区分 常勤換

算後の

人員 

事業者

の指定

基準 

保有資格 常勤 非常勤 

専従 兼務 専従 兼務 

管理者 １．０  １．０   １．０ １．０ 主任介護支援専門員 

介護支援専門員 １．０  １．０   １．０ １．０ 介護支援専門員 

 

 ７ 職員の勤務体制 

従業員の職種 勤務体制 休暇 

管理者 正規の勤務時間帯（９：００～１８：００）常勤で勤務 土・日曜日 

介護支援専門員 正規の勤務時間帯（９：００～１８：００）常勤で勤務 土・日曜日 

 

 ８ 当事業所が提供するサービスと利用料金 

   当事業所では、居宅介護支援として次のサービスを提供します。 

   当事業所が提供するサービスについて、通常の場合、利用料金は介護保険から給付されますので、 

   ご契約者の利用料金負担はありません。 

（１） サービスの内容と利用料金 

＜サービス内容＞ 

① 居宅サービス計画の作成 

・ご契約者のご家庭を訪問して、ご契約者の心身の状況、置かれている環境等を把握した 

  うえで、居宅介護サービスおよびその他の必要な保健医療サービス、福祉サービス 

      （以下「指定居宅サービス等」という。）が、総合的かつ効率的に提供されるように配慮  

して、居宅サービス計画を作成します。 

・ご契約者の了承を得て主治医に意見をお尋ねする事があります。 

・サービス担当者会議を開催、照会し、必要があれば居宅サービス計画書を変更します。 

・サービス計画の内容、利用料などを説明し了解を得ます。 

② 社会資源等、情報の提供 

③ 関連事業所等との連絡調整 

④ 要介護認定の新規・変更・更新の申請代行 



⑤ 給付管理票の作成・提出 

⑥ 介護保険施設等への紹介 

    ＜サービス利用料金＞   ※３級地  １単位当たり １１．０５円 

     要介護認定を受けられた方のサービス利用料金は、介護保険制度から全額給付されるので 

     自己負担はありません。（法廷代理受領） 

     契約者の介護保険料の滞納により、保険給付金が直接事業者に支払われない場合は、 

     １ヶ月につき下記のサービス利用料金を徴収させていただき、当事業所からサービス提供 

証明書を発行いたします。このサービス提供証明書をもって区役所窓口で所定の手続きを 

することにより、全額払い戻しを受けられます。 

 

居宅介護支援費（Ⅰ） 

当事業所の介護支援専門員１人当たりの取扱件数が４５件未満 

要介護１・２ １０８６単位／月×１１．０５円 １２，０００円 

要介護３・４・５ １４１１単位／月×１１．０５円 １５，５９１円 

 

居宅介護支援費（Ⅱ） 

当事業所の介護支援専門員１人当たりの取扱件数が４５件以上６０件未満 

要介護１・２ ５４４単位／月×１１．０５円 ６，０１１円 

要介護３・４・５ ７０４単位／月×１１．０５円 ７，７７９円 

 

居宅介護支援費（Ⅲ） 

当事業所の介護支援専門員１人当たりの取扱件数が６０件以上 

要介護１・２ ３２６単位／月×１１．０５円 ３、６０２円 

要介護３・４・５ ４２２単位／月×１１．０５円 ４、６６３円 

※介護支援専門員１人当たりの取扱件数が４５件以上の場合４５件目から、６０件以上の場合６０件目

から評価（居宅介護支援費）が低くなる。 

＜加 算＞ 

特定事業所加算 

特定事業所加算（Ⅰ） ５１９単位／月×１１．０５円 ５，７３４円 

特定事業所加算（Ⅱ） ４２１単位／月×１１．０５円 ４，６５２円 

特定事業所加算（Ⅲ） ３２３単位／月×１１．０５円 ３，５６９円 

特定事業所加算（A） １１４単位／月×１１．０５円 １，２５９円 

厚生労働大臣が定める加算要件を満たす場合、上記いずれかの加算を算定。必要に応じて、多様な主体

等が提供する生活支援のサービス（インフォーマルサービスを含む）が包括的に提供されるような居宅

サービス計画を作成する。 

 

 

 



特定事業所医療介護連携加算 １２５位／月×１１．０５円 １，３８１円 

前々年度の３月から前年度の２月迄の間において、ターミナルケアマネジメント加算を１５回以上算定

し、特定事業所加算（Ⅰ）～（Ⅲ）のいずれかを算定している場合。 

 

入院時情報連携加算（Ⅰ） ２５０単位／月×１１．０５円 ２，７６２円 

利用者が病院または診療所に入院した日のうちに、病院または診療所の職員に対して、利用者に係る必

要な情報を提供した場合。 

※入院日以前の情報提供を含む。  

※営業時間終了後又は営業日以外の日に入院した場合は、入院日の翌日を含む。 

入院時情報連携加算（Ⅱ） ２００単位／月×１１．０５円 ２，２１０円 

利用者が病院または診療所に入院した日の翌日または翌々日に、病院または診療所の職員に対して 

利用者に係る必要な情報を提供した場合。 

※営業時間終了時後に入院した場合であって、入院日から起算して 3 日目が営業日でない場合は、その

翌日を含む。 

 

退院・退所加算（Ⅰ）イ ４５０単位／月×１１．０５円 ４，９７２円 

医療機関や介護保険施設等の職員から利用者に関する必要な情報の提供をカンファレンス以外の方法に

より 1回受けている事。 

退院・退所加算（Ⅰ）ロ ６００単位／月×１１．０５円 ６，６３０円 

医療機関や介護保険施設等の職員から利用者に関する必要な情報の提供をカンファレンスにより   

1回受けている事。 

退院・退所加算（Ⅱ）イ ６００単位／月×１１．０５円 ６，６３０円 

医療機関や介護保険施設等の職員から利用者に関する必要な情報の提供をカンファレンス以外の方法に

より２回受けている事。 

退院・退所加算（Ⅱ）ロ ７５０単位／月×１１．０５円 ８，２８７円 

医療機関や介護保険施設等の職員から利用者に関する必要な情報の提供をカンファレンスにより２回受

けており、うち 1回以上はカンファレンスによる事。 

退院・退所加算（Ⅲ） ９００単位／月×１１．０５円 ９，９４５円 

医療機関や介護保険施設等の職員から利用者に関する必要な情報の提供をカンファレンスにより３回 

以上受けており、うち 1回以上はカンファレンスによる事。 

 

ターミナル 

ケアマネジメント加算 
４００単位／月×１１．０５円 ４，４２０円 

在宅で死亡した利用者に対して、終末期の医療やケアの方針に関する利用者またはその家族の意向を把

握した上で、その死亡日及び死亡日前１４日以内に２日以上、利用者又はその家族の同意を得て利用者

の居宅を訪問し、利用者の心身の状況等を記録し、主治医及び居宅サービス計画に位置付けた居宅サー

ビス事業所に提供した場合。 

 



初回加算 ３００単位／月×１１．０５円 ３，３１５円 

新規に指定居宅介護支援を受けた場合、または、要介護認定区分が 2 段階以上変更となった場合、要支

援者が要介護になった場合。 

 

緊急時等居宅カンファレンス加算 ２００単位／月×１１．０５円 ２，２１０円 

病院又は診療所の求めにより、当該病院又は診療所の職員と共に利用者の居宅を訪問し、カンファレン

スを行い、必要に応じて居宅及び地域密着型サービスの利用調整を行った場合。 

 

通院時情報連携加算 ５０単位／月×１１．０５円 ５５２円 

利用者が病院または診療所において医師または歯科医師の診察を受ける際に同席し、医師または歯科医

師等に対して利用者の心身の状況や生活環境等の必要な情報提供を行い、医師または歯科医師等から利

用者に関する必要な情報提供を受けた上で、居宅サービス計画書等に記録した場合。 

 

居宅サービス等の利用に向けて介護支援専門員が利用者の退院時等にケアマネジメント業務を行ったも

のの利用者の死亡によりサービス利用に至らなかった場合、モニタリングやサービス担当者会議におけ

る検討等必要なケアマネジメント業務や給付管理のための準備が行われ、介護保険サービスが提供され

たものと同等に取り扱う事が適当と認められる場合、居宅介護支援の基本報酬の算定を可能とする。 

 

 

    ＜減 算＞ 

特定事業所集中減算 

当居宅介護支援事業所が居宅サービス計画を位置づけた訪問介護サービス等事業所の割合が８０％を 

超えた場合に、居宅介護支援費から２００単位を減算します。 

 

運営基準減算 

厚生労働大臣が定める運営基準減算項目の不履行がある場合、対象者ごとに１００分の５０を乗じて 

減算します。また、２か月以上継続している場合については、算定致しません。 

本人その家族は複数の事業所の紹介を求める事が可能・当該事業所をケアプランに位置づけた理由を 

求める事が可能。 

 

 

   ＜解 約 料＞ 

お客様はいつでも契約を解約することができ、いっさい料金はかかりません。 

   ＜交 通 費＞ 

前記５の（１）のサービス提供地域にお住まいの方は無料です。それ以外の地域の方についても 

介護支援専門がお訪ねする時の交通費は無料です。 

 

 



９ サービスの利用に関する留意事項 

（１） サービス提供を行う介護支援専門員 

サービス提供時に、担当の介護支援専門員を決定します。 

 

（２） 介護支援専門員の交替 

① 事業者からの介護支援専門員の交替 

事業者の都合により、介護支援専門員を交替することがあります。 

介護支援専門員を交替する場合は、ご契約者に対してサービス利用上の不利益が生じない

よう、充分に配慮するものとします。 

② 契約者からの交替の申し出 

選任された介護支援専門員の交替を希望する場合には、当該介護支援専門員が業務上不適

当と認められる事情その他交替を希望する理由を明らかにして、事業者に対して担当職員

の交替を申し出ることができます。ただし、ご契約者からの特定の介護支援専門員の指名

はできません。 

 

  １０ 事故発生時の対応方法 

     事業者、介護支援専門又は従業者が、居宅介護支援を提供する上で事故が発生した場合は、 

     速やかに町及び利用者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。事業所に 

連絡するとともに、利用者の主治医又は医療機関への連絡を行い、医師の指示に従います。 

 

  １１ 守秘義務 

     事業者、介護支援専門員又は従業者が、居宅介護支援を提供する上で知り得たご契約者及び 

     その家族等に関する事項を正当な理由なく第三者に漏洩しません。 

 

  １２ 医療機関との連携促進について 

     事業者、介護支援専門員又は従業者が、居宅介護支援を提供する業務の中で医療サービスの 

     位置づけが必要な場合において、主治医の医師ないし歯科医師等に対して意見を求める事が 

     できるものとします。また、この意見を求めた主治医ないし歯科医師等に対して居宅介護 

     サービス・支援計画を交付します。 

     居宅介護支援の提供の開始にあたり、利用者等に対して入院時に担当ケアマネジャーの氏名

等を入院先医療機関に提供するよう依頼します。 

 

  １３ 居宅介護サービス事業所等の紹介等について 

     居宅介護支援の実施にあたって、ご契約者及びその家族は、事業者、介護支援専門員又は 

従業者に対して複数の介護サービス事業者等を紹介するよう求める事ができます。 

また介護サービス・支援計画に位置づけた介護サービス事業者等について、その位置づけた 

理由を求める事ができます。 

 

 



  １４ ケアマネジメントの公正中立の確保を図る 

     全６か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護・通所介護・地域密着型地位書介護・ 

     福祉用具貸与（以下、訪問介護等という）の各サービスの利用割合及び全６か月間に作成し

たケアプランにおける訪問介護等の各サービスの、同一事業者によって提供されたものの割

合の説明を行います。 

     当事業所のケアプランの訪問介護等の利用状況は別紙のとおりです。 

   

  １５ 損害賠償について 

     事業者の責任によりご契約者に生じた損害については、事業者は速やかにその損害を賠償 

     いたします。守秘義務に違反した場合も同様とします。 

     ただし、その損害の発生について、ご契約者に故意または過失が認められる場合は、ご契約 

     者の置かれた心身の状況を斟酌して相当と認められた時に限り、事業者の損害賠償責任を減 

     じる場合があります。 

   

  １６ 業務継続に向けた取り組みについて 

     感染症や自然災害が発生した場合にあっても、利用者が継続して居宅介護支援の提供を受け

られるよう、業務継続計画を策定するとともに、当該計画に沿った研修及び訓練を実施しま

す。 

 

  １７ 感染症の発生及びまん延等に関する取り組みについて 

   感染症およびまん延防止に関する下記の措置に取り組んでいきます。 

（１） 感染対策委員会の開催 

（２） 感染症及びまん延防止の為の指針の整備 

（３） 感染症及びまん延防止のための研修 

（４） 専任担当者の配置 

   

１８ 利用者の人権の擁護、虐待の防止等について 

     高齢者虐待防止法の実効性を高め、利用者の尊厳の保持・人格の尊重が達成されるよう、 

虐待防止に関する下記の措置に取り組んでいきます。 

（１） 虐待防止委員会の開催 

（２） 高齢者虐待防止のための指針の整備 

（３） 虐待防止研修の実施 

（４） 専任担当者の配置 

   

１９ 身体的拘束等の原則禁止 

     利用者又は他の利用者の生命及び身体を保護するため、緊急やむを得ない場合を除いて 

     身体拘束を行いません。身体的拘束を行う場合には、その様態及び時間、その際の利用者の 

     心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録します。 

 



  ２０ 男女雇用機会均等法等に行けるハラスメント対策に関する事業者の責務を踏まえつつ、 

     ハラスメント対策に取り組んでいきます。 

 

  ２１ 苦情の受付について 

（１） 苦情の受付 

 当事業所に対する苦情やご相談は、以下の専用窓口で受け付けます。 

 苦情受付窓口：居宅介護支援事業所 笑愛   管理者 中本 孝子 

 所在地   ：名古屋市港区東蟹田９０２番地 

 連絡先   ：０５２－３８７－５０１６（直通） 

 受付時間  ：毎週月曜日～金曜日 午前９時００分～午後６時００分 

        ただし１２月３０日～１月３日を除く 

             担当者不在、時間外の場合は、転送電話で対応。 

（２） 苦情処理方法 

      苦情の受付 

      苦情受付担当者は、利用者から苦情を随時受付します。その際、必要事項を書面に記入し、 

      苦情申し出人に確認します。 

  

（３） 行政機関その他苦情受付機関  

名古屋市健康福祉局 

介護指導課指導係 

（名古屋市健康福祉局高齢福祉

部介護保険課 東桜分室） 

所在地  名古屋市東区東桜一丁目１４番１１号  

ＤＰスクエア東桜８階 

電話番号 ０５２－９５９－３０８７ 

受付時間 午前８時４５分～午後５時１５分 

海部郡蟹江町役場福祉課 所在地  海部郡蟹江町学戸三丁目１番地 

電話番号 ０５６７－９５－１１１１ 

受付時間 午前９時００分～午後５時１５分 

愛西市役所高齢福祉課 所在地  愛西市稲葉町米野３０８番地 

電話番号 ０５６７－２６－８１１１ 

受付時間 午前８時３０分～午後５時１５分 

国民健康保険団体連合会 

 

所在地  名古屋市東区泉一丁目６番地の５ 

電話番号 ０５２－９７１－４１６５ 

受付時間 午前９時００分～午後５時００分 

 

 

 

 

 

 

 

 



（付記） 

この重要事項説明書は、令和 ３年 １月  １日より適用されます。 

この重要事項説明書は、令和 ３年 ４月  １日より適用されます。 

この重要事項説明書は、令和 ５年 ３月 ２３日より適用されます。 

この重要事項説明書は、令和 ６年 ４月  １日より適用されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                              令和    年   月   日 

 

   指定介護サービスの提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項の説明を行いました。 

 

    居宅介護支援事業所 笑愛 

     説明者職名  介護支援専門員   氏名                 ㊞   

     

 

 

 

   私は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受け、指定居宅介護支援サービスの 

   提供開始に同意しました。 

    

     利用者住                                     

 

 

                      氏名                  ㊞   

 

 

 

 

   （代理人を選定した場合） 

 

     代理人住所                                   

 

 

  

                      氏名                 ㊞   

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 



※この重要事項説明書は、厚生省令第３８号（平成１１年３月３１日）第４条の規定に基づき利用申込

者またはその家族への重要事項説明のために作成したものです。 

 

（付属別紙） 

要介護認定前に居宅介護支援の提供が行われる場合の特例事項に関する重要事項説明書 

  

利用者が要介護認定申請後、認定結果が出るまでの間、利用者自身の依頼に基づいて、介護保険による

適切な介護サービスを受けるために、暫定的な居宅サービス計画の作成によりサービス提供を行う際の

説明を行います。 

 

１．提供する居宅介護支援について 

・利用者が要介護認定までに居宅介護サービスの提供を希望される場合には、この契約の締結後、 

迅速に居宅サービス計画を作成し、利用者にとって必要な居宅サービス提供のための支援を行います。 

・居宅サービス計画の作成にあたっては、計画の内容が利用者の認定申請の結果を上回る過剰な居宅サ

ービスを位置づける事のないよう、配慮しながら計画の作成に努めます。 

・作成した居宅サービス計画については、認定後に利用者等の意向を踏まえ、適切な見直しを行います。 

 

２．要介護認定後の契約の継続について 

・要介護認定後、利用者に対してこの契約の継続について意思確認を行います。このとき、利用者から    

 当事業所に対してこの契約を解約する旨の申し入れがあった場合には、契約は終了し、解約料は頂き

ません。 

・また、利用者からの解約の申し入れがない場合には、契約は継続しますが、この付属別紙に定める 

 内容については終了することとなります。 

 

３、要介護認定の結果、自立（非該当）または要支援となった場合の利用料について 

・要介護認定の結果、自立（非該当）または要支援となった場合は、利用料を頂きません。 

 

４、要介護認定の結果が不明なため、利用者は以下の点にご注意いただく必要があります。 

・要介護認定の結果、自立（非該当）または要支援となった場合には、認定後には、認定前に提供され 

 た居宅介護サービスに関する利用料は、原則的に利用者にご負担頂くことになります。 

・要介護認の結果、認定前に提供されたサービスの内容が、認定後の区分支給限度額を上回った場合に 

 は、保険給付とならないサービスが生じる可能性があります。この場合、保険給付されないサービス  

 にかかる費用の全額を利用者においてご負担頂くこととなります。 


